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(57)【要約】
【課題】　良好なインク吸収速度、十分な印字濃度及び
擦過性を有する記録媒体を提供すること
【解決手段】　支持体上にインク受容層とを有する記録
媒体であって、該インク受容層は、アルミナ水和物凝集
体と、金属酸化物と、バインダーとを含有しており、該
アルミナ水和物凝集体同士は、該金属酸化物を介して結
合していることを特徴とする記録媒体。
【選択図】　図２
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　支持体と、該支持体上にインク受容層とを有する記録媒体であって、
　該インク受容層は、アルミナ水和物凝集体と、金属酸化物と、バインダーとを含有して
おり、該アルミナ水和物凝集体同士は、該金属酸化物を介して結合していることを特徴と
する記録媒体。
【請求項２】
　該金属酸化物が、二酸化珪素または酸化ジルコニウムのいずれかである請求項１に記載
の記録媒体。
【請求項３】
　請求項１または２に記載の記録媒体の製造方法であって、
　アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物とを加熱処理し、金属塩を金属酸化物に変化さ
せて、アルミナ水和物凝集体同士を金属酸化物を介して結合させる工程を有することを特
徴とする記録媒体の製造方法。
【請求項４】
　請求項１または２に記載の記録媒体の製造方法であって、
　アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物とを剪断処理し、金属塩を金属酸化物に変化さ
せて、アルミナ水和物凝集体同士を金属酸化物を介して結合させる工程を有することを特
徴とする記録媒体の製造方法。
【請求項５】
　請求項１または２に記載の記録媒体の製造方法であって、
　アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物を含む分散液を攪拌する工程と、
　該攪拌した分散液に酸を加えて金属塩を金属酸化物に変化させて、アルミナ水和物凝集
体同士を金属酸化物を介して結合させる工程と、
を有することを特徴とする記録媒体の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、記録媒体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　インクジェット記録等に用いる、インク受容層を有する記録媒体には、高いインク吸収
性や擦過性、インク受容層のひび割れ抑制等といった特性が求められている。
【０００３】
　インク受容層のインク吸収速度を高めるために、アルミナ水和物の凝集状態を制御して
細孔容積を大きくした記録媒体が提案されている（特許文献１参照）。この記録媒体は、
アルミナ水和物の分散性を制御してカードハウス構造など大きな隙間を持つ構造を形成し
たものである。インク受容層の空隙率を大きくすることで、インク吸収性が高くなるもの
である。
【０００４】
　また、インク受容層の擦過性の改善方法として、シリカを含有するアルミナ水和物粒子
を用いたインク受容層を設けた記録媒体が提案されている（特許文献２参照）。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平０８－３１０１１５号公報
【特許文献２】特開２０００－０７９７５５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
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　しかし、特許文献１のアルミナ水和物の凝集体は、機械的な強度が強くないため、イン
ク受容層の形成工程で構造が破壊され、細孔容積が減少する場合がある。また、印刷物が
擦れた場合にインク受容層表面がへこんで傷が生じる場合がある。
【０００７】
　特許文献２に記載された記録媒体は、アルミナ水和物とシリカを併用しているため、擦
過性は良好なものの、プリンターの搬送による拍車傷や打痕に対しては効果が十分ではな
い。
【０００８】
　従って、本発明の目的は、良好なインク吸収速度、印字濃度及び擦過性を有する記録媒
体を提供することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の目的は、以下の構成により達成される。
即ち、本発明は、支持体と、該支持体上にインク受容層とを有する記録媒体であって、該
インク受容層は、アルミナ水和物凝集体と、金属酸化物と、バインダーとを含有しており
、該アルミナ水和物凝集体同士は、該金属酸化物を介して結合していることを特徴とする
記録媒体である。
【発明の効果】
【００１０】
　本発明によれば、良好なインク吸収速度、印字濃度及び擦過性を有する記録媒体を提供
することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本発明の記録媒体の断面図である。
【図２】本発明のインク受容層の断面図である。
【図３】本発明の凝集粒子の図面代用写真である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、好ましい実施の形態をあげて本発明を詳細に説明する。本発明の記録媒体は、ア
ルミナ水和物凝集体同士を金属酸化物を介して結合した凝集粒子とバインダーとを含有し
たインク受容層を、支持体上に有するものである。
【００１３】
　本発明者らは、インク受容層が含有する無機顔料に関して、良好なインク吸収速度、印
字濃度及び擦過性を得るべく、詳細な検討を行った。その結果、インク受容層を構成する
無機顔料として、アルミナ水和物凝集体同士を金属酸化物を介して結合した凝集粒子を用
いることで、良好なインク吸収速度、印字濃度及び擦過性が得られることを見出した。尚
、本発明でいうアルミナ水和物とは、Ｘ線回折法でベーマイト構造のアルミナ水和物であ
る。Ｘ線回折測定（ＣｕのＫα線）で回折角度２θが１４°－１５°近傍に（０２０）面
のピークが特徴的に現れるものである。本発明のアルミナ水和物凝集体とは、アルミナ水
和物の一次粒子が細孔容積を持つように凝集させた二次粒子である。本発明の凝集粒子と
は、前記アルミナ水和物凝集体に結合処理を施して凝集粒子間を結合させた三次粒子であ
る。
【００１４】
　図１は本発明の記録媒体の一例を示す断面図である。本発明の記録媒体は、図１に示す
ように、支持体２上にインク受容層１が形成されている。インク受容層１は凝集粒子３と
図示しないバインダーから構成されている。図２は本発明のインク受容層を示す断面図で
ある。凝集粒子３は複数のアルミナ水和物凝集体４同士を図示しない金属酸化物を用いて
結合部６で結合させている。かかる構成により、良好なインク吸収速度と印字濃度を発現
する。本発明者らは、このメカニズムを以下のように推測する。インク受容層１上に着弾
したインク液滴はアルミナ水和物凝集体４の細孔に浸透していく。インク浸透過程でイン
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ク中の色材成分はインク受容層１の表面付近に定着する。本発明では、アルミナ水和物凝
集体４を用いている。アルミナ水和物凝集体４はアルミナ水和物を凝集させた粒子のため
、細孔容積を大きくすることができるため、着弾したインクを高速に吸収を得ることがで
きる。アルミナ水和物はインク色材を表面付近に効率良く定着できる性質を持っているの
で、高い画像濃度を得ることができる。
【００１５】
　次に、良好な擦過性が発現するメカニズムを以下のように推測する。記録媒体に擦れや
圧力が加わったときは凝集粒子３、凝集粒子３とバインダー間に力が加わる。凝集粒子３
の内部結合力や、凝集粒子３とバインダー間の結合力が弱い場合は、記録媒体が破壊され
て復元できない変形が発生する。この変形が擦過傷として認識される。逆に凝集粒子３の
内部結合力や、凝集粒子３とバインダー間の結合力が強い場合は、記録媒体から力や圧力
が取り除かれるとインク受容層は元の構造に復元することができ、擦過傷が発生しにくい
。
【００１６】
　本発明の凝集粒子３では、アルミナ水和物凝集体４同士が金属酸化物を介して結合して
いるため、凝集粒子３の内部結合は強固である。その理由は、金属酸化物は単にアルミナ
水和物凝集体４を結合しているだけでなく、アルミナ水和物凝集体４と金属酸化物は化学
結合してアルミノシリケートのような複合酸化物が結合部５で形成されているためと推測
している。
【００１７】
　また、本発明では凝集粒子３とバインダー間の結合も強固である。その理由は以下の２
点である。本発明では金属酸化物はアルミナ水和物凝集体４を結合させるだけでなく、ア
ルミナ水和物凝集体４の表面にも存在している。本発明の結合処理では、金属塩を用いて
金属酸化物を形成するため、アルミナ水和物凝集体４の表面に付着した金属酸化物は超微
粒子となって、バインダーとの結合性を高めていると推測している。凝集粒子３とバイン
ダーの結合はアルミナ水和物とバインダー間の結合に加えて、金属酸化物とバインダー間
の結合が加わるため凝集粒子３とバインダーの結合力が強くなっていると推測する。もう
１つの理由は、次の通りである。本発明の凝集粒子３は、インク受容層形成時にバインダ
ーは凝集粒子３の内部に入らずに凝集粒子３の表面に集中的に存在している。そのため、
凝集粒子３の粒子間に寄与するバインダー量が多くなって結合力が強くなっていると推測
している。このように、本発明の記録媒体は凝集粒子３間の結合力、凝集粒子３とバイン
ダー間の結合力はともに強いものである。上記の結果、本発明の記録媒体は良好な擦過性
が得られる。
【００１８】
　以下、本発明にかかる記録媒体の各構成材料等を更に詳細に説明する。
【００１９】
　（支持体の構成材料）
　本発明の記録媒体の支持体としては、例えば適度のサイジングを施した紙、無サイズ紙
、ポリエチレンなどを用いたレジンコート紙などの紙類、熱可塑性フィルムのようなシー
ト状物質及び布帛が挙げられる。熱可塑性フィルムの場合はポリエステル、ポリスチレン
、ポリ塩化ビニル、ポリメチルメタクリレート、酢酸セルロース、ポリエチレン、ポリカ
ーボネートなどの透明フィルムを用いることができる。また、無機粒子の充填または微細
な発泡による不透明化したシートを用いることもできる。
【００２０】
　繊維状物質としては、例えばセルロースパルプを用いることができる。広葉樹材及び針
葉樹材から得られるサルファイトパルプ（ＳＰ）、アルカリパルプ（ＡＰ）、クラフトパ
ルプ（ＫＰ）などの化学（ケミカル）パルプ、セミケミカルパルプ、セミメカニカルパル
プ、機械（メカニカル）パルプなどが挙げられる。更には、脱墨された二次繊維である古
紙パルプ。以上のようなものが挙げられる。これらは単独で、又は複数種を組み合わせて
用いることができる。
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【００２１】
　本発明では、必要に応じて以下のパルプを併用することができる。即ち、嵩高パルプ、
マーセル化パルプ、機械パルプ、軽叩解パルプ、微細フィブリル化パルプ、結晶化パルプ
、硫酸塩パルプ、亜硫酸塩パルプ、ソーダパルプ、ヘミセルラーゼ処理パルプ及び酵素処
理化学パルプ等である。また、非木材パルプである草、葉、靱皮、種毛などの繊維、藁、
竹、麻、バガス、エスパルト、ケナフ、楮、三椏、コットンリンターなどのパルプも使用
可能である。
【００２２】
　本発明では、支持体を構成する繊維状物質に、必要に応じて填料を加えることができる
。填料としては、例えば、軽質炭酸カルシウム、重質炭酸カルシウムなどの白色顔料、シ
リカまたはシリケート、珪酸化合物などのシリカ系材料が挙げられる。また多孔質填料を
用いることもできる。填料の添加量は灰分換算で支持体全体の５質量％以上、２０質量％
以下が好ましい。灰分の測定はＪＩＳ　Ｐ８１２８に従って行うことができる。また、記
録媒体のインク吸収速度を高くするとう点では、填料を添加しなくてもよい。
【００２３】
　本発明の記録媒体に含まれる支持体の坪量としては、坪量が少なくて記録媒体が極端に
薄くなければ、特に制限はない。例えば、坪量が１０ｇ／ｍ２以上、２００ｇ／ｍ２以下
であることが好ましい。
【００２４】
　支持体の不透明度は９４％以上が好ましい。不透明度はＪＩＳ－Ｐ－８１３８で測定す
ることができる。支持体の吸収量は接触時間６０秒で３０ｇ／ｍ２以上が好ましい。ＪＩ
Ｓ－Ｐ－８１４０の吸水度試験方法で求めることができる。
【００２５】
　（支持体の製造方法）
　本発明の記録媒体に用いる支持体の製造方法には、一般的に用いられている紙の製造方
法を適用することができる。抄紙装置としては、例えば長網抄紙機、丸網抄紙機、円胴、
ツインワイヤーなどが挙げられる。
【００２６】
　本発明の記録媒体では、通常の紙の製造方法で行われるサイズプレス工程を用いて支持
体上に多孔質材料を塗工してもよい。この塗工には一般的な塗工方法を選択して用いるこ
とができる。例えばゲートロールコーター、サイズプレス、バーコーター、ブレードコー
ター、エアナイフコーター、ロールコーター、ブラッシュコーター、カーテンコーター、
グラビアコーター、スプレー装置などによる塗工技術を用いることができる。
【００２７】
　本発明で形成された支持体はカレンダー処理、熱カレンダー処理やスーパーカレンダー
処理を行って表面を平滑にすることができる。
【００２８】
　（インク受容層）
　本発明にかかる記録媒体のインク受容層は、アルミナ水和物凝集体同士を金属酸化物を
介して結合した凝集粒子とバインダーを主材料として含有する。
【００２９】
　凝集体を構成するアルミナ水和物としては、Ｘ線回折測定で、ベーマイトまたは擬ベー
マイト構造を持つものであれば特に制限はない。アルミナ水和物の形状としてＲｏｃｅｋ
らは繊毛状とそれ以外の形状が有ることを報告している（Ｒｏｃｅｋ　Ｊ．、ｅｔ　ａｌ
、Ａｐｐｌｉｅｄ　Ｃａｔａｌｙｓｉｓ、７４巻、２９～３６頁、１９９１年）。本発明
では、繊毛状または平板形状のどちらの形状でも用いることができる。本発明で用いるア
ルミナ水和物の形状としては、平板状では、平均粒子直径は１ｎｍ以上５０ｎｍ以下で、
平均アスペクト比は３以上１０以下が好ましい。繊毛状では、平均粒子長さは１ｎｍ以上
５０ｎｍ以下で、平均アスペクト比は３以上１０以下が好ましい。上記範囲内であれば、
インク受容層の細孔半径と透明性を制御することが可能となる。本発明では、５０個以上
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のアルミナ水和物の形状を顕微鏡または電子顕微鏡で観察し、数平均で求める。平板形状
のアルミナ水和物では、平均粒子直径はアルミナ水和物の平板面の面積と等しい面積を有
する円の直径を示すものとする。平均アスペクト比はアルミナ水和物粒子の厚さに対する
直径の比で示す。繊毛状のアルミナ水和物では、個々の針状のアルミナ水和物粒子を円柱
として上下の円の直径と長さをそれぞれ求める。平均アスペクト比はアルミナ水和物の直
径に対する長さを示すものとする。本発明で用いるアルミナ水和物の製造方法としては、
ベーマイト構造をもつアルミナ水和物を製造できる方法であれば特に制限はない。例えば
、アルミニウムアルコキシドの加水分解、アルミン酸ナトリウムの加水分解、水酸化アル
ミニウムの加熱処理などの方法を用いることができる。
【００３０】
　アルミナ水和物凝集体は前記アルミナ水和物が複数個集まった二次粒子である。アルミ
ナ水和物凝集体は平均細孔半径が２ｎｍ以上、２０ｎｍ以下の内部細孔を持つことが好ま
しい。かかる範囲に細孔半径を制御することで、インク中の色材成分を固定化して高い印
字濃度を得ることができる。細孔容積は０．８ｃｍ３／ｇ以上が好ましい。上記細孔半径
と細孔容積であれば、良好なインク吸収速度を得ることができる。本発明の平均細孔半径
および細孔容積は窒素吸着脱離法で求めたものである。
【００３１】
　アルミナ水和物凝集体を形成する好ましい方法としては、例えば以下の方法が挙げられ
る。
【００３２】
　（１）特開平０９－０２４６６６号公報、および特開平１１－０４２８４８号公報に記
載された、アルミナ水和物の分散液のｐＨを調整する方法。
アルミナ水和物の分散液にアルカリなどを添加してｐＨを３以上、７以下に調整する方法
である。この方法は、アルミナ水和物の分散性が低下することによってアルミナ水和物の
凝集体を形成する方法である。用いるアルカリはアンモニア、水酸化ナトリウムや水酸化
カリウムなどのアルカリ金属化合物、メチルアミンやエチルアミンなどのアミン化合物が
ある。アニモニアは揮発性があるため蒸発で乾燥後は記録媒体に残らない利点がある。ア
ミン化合物はアルミナ水和物の凝集が緩やかなため凝集粒子径が制御し易い。
【００３３】
　（２）特開平０８－３１０１１５号公報に記載された、アルミナ水和物の分散液にアニ
オンを添加する方法。
アニオンの添加によってアルミナ水和物の分散性が低下して凝集粒子が形成される。アニ
オンとしてはハロゲン化物イオン、硝酸イオン、硫酸イオン、燐酸イオン、燐酸一水素イ
オン、燐酸二水素イオン、チオ硫酸イオンなどの無機のアニオンや、カルボン酸イオンや
スルホン酸イオンなどの有機酸のアニオンなどが挙げられる。金属塩などの電解質の形態
で供給されるのが好ましい。アニオンの添加量はアルミナ水和物粒子が疎な凝集構造体を
形成するのに十分な量であればよく、例えばアルミナ水和物の質量に対するアニオンのイ
オン当量が０．００５ｍｅｑ／ｇ以上５．０ｍｅｑ／ｇ以下の範囲で用いることができる
。
【００３４】
　（３）特開平１１－０４２８４８号公報に記載された、アルミナ水和物の分散液に有機
溶剤を添加する方法。
この方法もアルミナ水和物の分散性を低下させて凝集体を形成する方法である。有機溶剤
としてはメチルアルコール、イソプロピルアルコールなどのアルコール類、プロピレング
リコール等のグリコール類、およびそれらの変性物等があげられる。アセトン、メチルエ
チルケトン等その他の水溶性溶媒も用いることができる。添加量は分散液全体の１－１０
質量％またはアルミナ水和物固形分に対して質量比で０．０１％以上１０質量％の範囲で
用いることができる。
【００３５】
　（４）特開昭６０－２４５５８８号公報に記載された、アルミナキセロゲルを形成する
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方法。
アルミナ水和物の一次粒子の分散液からヒドロゲルを形成し、乾燥してキセロゲルを形成
する方法、または加熱処理などで分散液から直接キセロゲルを形成する方法である。キセ
ロゲルではアルミナ水和物の遊離水がある程度除去されているため、構造の大部分が不可
逆的にセットされて多孔質構造の固体ゲルが形成される。
【００３６】
　（５）特開平０７－２３２４７５号公報に記載された、アルミナ水和物の分散液をスプ
レードライヤーなどの方法で乾燥粉末化する方法。
乾燥粉末を形成する時にアルミナ水和物の凝集体が形成される。乾燥粉末化の熱履歴によ
ってアルミナ水和物の結晶構造が破壊されて、ベーマイトから他の結晶構造に変化しない
範囲で粉末化することが好ましい。本方法は他の方法と併用することが好ましい。
アルミナ水和物凝集体は粒子径１００ｎｍ以上、２００ｎｍ以下に分散して用いることが
好ましい。この範囲内であれば、インク吸収を損なうことなくインク受容層の透明性を得
ることができる。アルミナ水和物凝集体の分散粒子径は粒度分布計、例えばナノトラック
ＵＰＡ－ＥＸ１５０、製品名、日機装社製で測定することができる。
【００３７】
　凝集粒子は、前記アルミナ水和物凝集体同士を金属酸化物を介して結合させた三次粒子
である。凝集粒子は、アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物を作成し、この混合物に熱
または力を加える結合処理を行うことによって、金属塩を金属酸化物に変化させる過程で
アルミナ水和物を結合させた粒子である。この過程をケイ酸ナトリウムを例にして説明す
る。アルミナ水和物凝集体と混合されたケイ酸ナトリウムは加熱または剪断力による熱で
加水分解してケイ酸が生じる。生じたケイ酸は接着力が強いためアルミナ水和物凝集体を
接着しながら集合させる。ケイ酸はさらに熱によって結晶水を失ってキセロゲルを形成す
るが、その過程でアルミナ水和物凝集体を結合させて凝集粒子を形成する。
【００３８】
　用いる金属塩としては上記反応によってアルミナ水和物凝集体を結合させることができ
るものであることが必要である。例えば、ケイ酸ナトリウムやケイ酸カリウムなどのケイ
酸塩や、オキシ塩化ジルコニウム、炭酸ジルコニウム、炭酸ジルコニウムアンモニウム、
酢酸ジルコニウム、酢酸ジルコニウムアンモニウムなどのジルコニウム塩が好ましい。こ
れらの材料を用いた場合はアルミナ水和物凝集体間の結合を強くすることができる。金属
塩の添加量は凝集粒子を形成した時の金属酸化物の存在量がアルミナ水和物１００質量部
に対して、０．０１質量部以上１質量部以下が好ましい。上記範囲内であれば凝集粒子の
水分散性を損なうことがなく、かつ強固な内部結合を得ることができる。金属塩が上記範
囲を超える場合は、結合処理を行う時に添加した金族塩が残留する場合がある。金属塩が
残存しているとインク受容層の形成時に分散液が増粘、ゲル化が発生する場合がある。さ
らに凝集粒子の内部結合力を低下させてインク受容層の擦過性が損なわれる場合がある。
金属塩は、後述の方法で金属酸化物に変化させて用いるが、かかる金属酸化物としては、
二酸化珪素または酸化ジルコニウムのいずれかまたは両方が好ましい。
【００３９】
　結合処理の方法はアルミナ水和物のベーマイト構造を変化させなければ特に制限はない
。好ましい方法は以下の方法が挙げられる。
【００４０】
　（１）アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物に加熱処理を行う方法。
この方法は、加熱によって金属塩が化学反応で金属酸化物に変化する工程でアルミナ水和
物凝集体を結合させる方法である。アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合分散液に熱を加
える湿式法と、アルミナ水和物凝集体の乾燥粉末に金属塩水溶液を添加して熱を加える乾
式法がある。必要に応じて結合反応を促進させるために少量の酸または有機溶剤を添加し
て用いることも可能である。加熱方法はスプレードライヤーやロータリーキルンなどの装
置を用いる方法が好ましい。処理温度は結合処理ができる範囲であれば特に制限はないが
、１００℃以上６００℃以下が好ましい。加熱して凝集粒子を乾燥粉末にすることが好ま
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しい。
【００４１】
　（２）アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物に剪断処理を行う方法。
加熱方法と同様に湿式法と乾式法があり、どちらの方法でも用いることができる。湿式法
では剪断でアルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物をゲル化する条件が好ましい。ゲル化
させるために混合分散液の固形分濃度を高くして高粘度で用いることが好ましい。ゲル化
した混合物にさらに剪断力を加えることによって金属塩を金属酸化物に変化させて結合さ
せる。乾式法では金属塩はアルミナ水和物表面で力が加わることによって金属酸化物に変
化させて結合させている。金属塩の金属酸化物への変化は摩擦力とそれによる熱で加熱時
と同じ反応が発生しているものと推測している。剪断力を加える方法はサンドミル、ボー
ルミル、ビーズミルなどのメディア型粉砕機、ニーダー、３本ロールなどがある。
【００４２】
　（３）アルミナ水和物凝集体と金属塩の混合物を含む分散液に、撹拌しながら酸を加え
て金属塩を加水分解する方法。
金属塩が加水分解して金属酸化物に変化する工程でアルミナ水和物凝集体を結合させる方
法である。金属塩の加水分解をアルカリ性のｐＨで行う方法と酸性のｐＨで行う方法があ
る。加水分解の工程で凝集を起こして、アルミナ水和物凝集体を含む金属酸化物の三次元
ゲルを形成する。加水分解は撹拌機のついた容器で行うことができるが、強い剪断のかか
る混合ノズルを用いることも可能である。
【００４３】
　結合処理を行った後に必要に応じて残留している金属塩を除去することも可能である。
金属塩を除去する方法はイオン交換水で繰り返し洗浄を行う方法や、限外ろ過などの方法
を用いることができる。
【００４４】
　凝集粒子の粒子径は１００ｎｍ以上５００ｎｍ以下が好ましい。凝集粒子の粒子径は、
電子顕微鏡で各凝集粒子の最大長さを測定し、測定値を数平均して求めることができる。
凝集粒子は平均細孔半径が２ｎｍ以上、２０ｎｍ以下の内部細孔を持つことが好ましい。
細孔容積は０．８ｃｍ３／ｇ以上が好ましい。本発明ではアルミナ水和物凝集粒子の細孔
構造は凝集粒子およびインク受容層でも維持される。上記範囲内であればインク受容層の
表面硬度をビッカース硬度で５以上２５以下の範囲に制御することができ、プリンターで
印字するときの搬送で拍車が適度にインク受容層に侵入して搬送傷が残りにくくなる。
【００４５】
　本発明のインク受容層のバインダーとしては、例えば下記の水溶性高分子を用いること
が好ましい。即ち、ポリビニルアルコール又はその変性体（カチオン変性、アニオン変性
、シラノール変性）、澱粉又はその変性体（酸化、エーテル化）、ゼラチン又はその変性
体、カゼイン又はその変性体、カルボキシメチルセルロース、アラビアゴム、ヒドロキシ
エチルセルロース、ヒドロキシプロピルメチルセルロースなどのセルロース誘導体、ＳＢ
Ｒラテックス、ＮＢＲラテックス、メチルメタクリレート－ブタジエン共重合体などの共
役ジエン系共重合体ラテックス、官能基変性重合体ラテックス、エチレン－酢酸ビニル系
共重合体などのビニル系共重合体ラテックス、水性ウレタン系重合体、ポリビニルピロリ
ドン、無水マレイン酸又はその共重合体、アクリル酸エステル共重合体、メタクリル酸エ
ステル共重合体。これらのバインダーは、単独或いは複数種混合して用いてもよい。無機
顔料とバインダーとの混合比は、無機顔料１００質量部に対して５部以上、７０部以下と
することが好ましい。バインダー量が５部未満の場合は、インク受容層の機械的強度が不
足してクラックや粉落ちが発生する恐れがある。バインダー量が７０部を超える場合は、
インク受容層のインク吸収性が低下する恐れがある。
【００４６】
　本発明の記録媒体では、必要に応じてカチオン性ポリマーを添加することができる。好
ましいカチオン性ポリマーとしては、例えば、４級アンモニウム塩、ポリアミン、アルキ
ルアミン、ハロゲン化第４級アンモニウム塩、カチオン性ウレタン樹脂、変性ＰＶＡ、ア
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ミン・エピクロルヒドリン重付加体、ジハライド・ジアミン重付加体、ポリアミジン、ビ
ニル（共）重合体、ポリジアリルジメチルアンモニウムクロライド、ポリメタクリロイル
オキシエチル－β－ヒドロキシエチルジメチルアンモニウムクロライド、ポリエチレンイ
ミン、ポリアリルアミン及びその誘導体、ポリアミド－ポリアミン樹脂、カチオン化でん
ぷん、ジシアンジアミドホルマリン縮合物、ジメチル－２－ヒドロキシプロピルアンモニ
ウム塩重合物、ポリアミジン、ポリビニルアミン、ジシアン系カオチン樹脂、ポリアミン
系カオチン樹脂、エピクロルヒドリン－ジメチルアミン付加重合物、ジメチルジアリンア
ンモニウムクロリド－ＳＯ２共重合物、ジアリルアミン塩－ＳＯ２共重合物、第４級アン
モニウム塩基置換アルキル基をエステル部分に有する（メタ）アクリレート含有ポリマー
・第４級アンモニウム塩基置換アルキル基を有するスチリル型ポリマー、ポリアミド系樹
脂、ポリアミドエピクロロヒドリン系樹脂、ポリアミドポリアミンエピクロロヒドリン系
樹脂が挙げられる。
【００４７】
　本発明では、上記したインク受容層や表面層の構成材料に、更に、以下の添加剤を加え
ても良い。例えば、分散剤、増粘剤、ｐＨ調整剤、潤滑剤、流動性変性剤、界面活性剤、
消泡剤、耐水化剤、抑泡剤、離型剤、発泡剤、浸透剤、着色染料、蛍光増白剤、紫外線吸
収剤、酸化防止剤、防腐剤、防バイ剤である。
【００４８】
　（インク受容層の形成方法）
　本発明の記録媒体において、支持体上にインク受容層を設ける方法としては、例えば無
機顔料、バインダー及びその他の添加剤などからなる水分散液を製造し、該分散液を塗工
機で支持体上に塗布、乾燥する方法が挙げられる。この際に用いる塗工方法としては、例
えば以下のような方法が挙げられる。即ち、ブレードコーター、エアナイフコーター、ロ
ールコーターブラッシュコーター、カーテンコーター、バーコーター、グラビアコーター
、スプレー装置。以上のような方法が挙げられる。分散液の塗布量は、乾燥固形分換算で
、５ｇ／ｍ２以上６０ｇ／ｍ２以下が好ましい。５ｇ／ｍ２以上とすることで、インク吸
収性を良好なものとすることができる。また、６０ｇ／ｍ２以下とすることで、コックリ
ングの発生を抑制できる。また、インク受容層の形成後に、カレンダーロールなどを用い
てインク受容層の表面平滑性を良くしてもよい。
【００４９】
　（インク）
　本発明の記録媒体に使用するインクとしては、例えば色剤（染料若しくは顔料）、水溶
性有機溶剤及び／又は水を含むものが挙げられるが、特に制限されるものではない。
【００５０】
　（印字方法）
　本発明の記録媒体に上記のようなインクを付与して画像形成を行う方法としては、イン
クジェット記録方法が好適である。特に、熱エネルギーの作用によりインクをノズルから
吐出させるインクジェット方式が好ましい。
【実施例】
【００５１】
　以下、実施例を挙げて本発明をより具体的に説明する。ただし、本発明は以下の実施例
によって限定されるものではない。なお、実施例に示す％、部はそれぞれ質量％と質量部
を意味する。
【００５２】
　（アルミナ水和物合成例１～４）
　アルミナ水和物の製造法：米国特許明細書第４２４２２７１号に記載された方法に準拠
してアルミニウムドデキシドを製造した。次に米国特許明細書第４２０２８７０号に記載
された方法に準拠してアルミニウムアルコキシドを加水分解してアルミナスラリーを製造
した。得られたアルミナスラリーにアルミナ水和物固形分が７．９％になるまで水を加え
た。アルミナスラリーのｐＨは９．５であった。３．９％の硝酸溶液を加えｐＨを調整し
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た。表１に示すそれぞれの熟成条件でコロイダルゾルを得た。このコロイダルゾルを入り
口温度７５℃でスプレー乾燥してアルミナ水和物を得た。アルミナ水和物の形状観察はア
ルミナ水和物をイオン交換水に分散させてコロジオン膜上に滴下して測定試料を作り、透
過電子顕微鏡（ＦＥＩ社製、Ｔｉｔａｎ８０－３００）で観察した。５０個のアルミナ水
和物の形状を測定し、数平均を行って平均粒子径と平均アスペクト比を求めた。
【００５３】
【表１】

【００５４】
　＜実施例１～６＞
　合成例１のアルミナ水和物をイオン交換水に分散して、固形分濃度２０質量％のアルミ
ナ水和物分散液を得た。前記アルミナ水和物分散液をホモミキサー（プライミクス社製、
Ｔ．Ｋ．ロボミックス）で攪拌しながら表２に示す材料を添加した。前記分散液はゲル化
または増粘した。分散粒子径を粒度分布計（ナノトラックＵＰＡ－ＥＸ１５０、製品名、
日機装社製）で測定して、粒子径が２００ｎｍ以下になるまで撹拌してアルミナ水和物凝
集体を得た。結果を表２に示す。
【００５５】

【表２】

【００５６】
　アルミナ水和物凝集体の固形分１００質量部に対して０．５質量部のケイ酸ナトリウム
をそれぞれの分散液に添加した。スプレードライヤーを用いて入り口温度２００℃で乾燥
して実施例１～６の凝集粒子を得た。図３に実施例１の凝集粒子を示す。
【００５７】
　前記凝集粒子をイオン交換水に分散して固形分濃度２０質量％の分散液を得た。バイン
ダーとして、ピリビニルアルコール（信越化学工業社製、ＭＡ２６ＧＰ）の分散液を固形
分換算で、凝集粒子１００質量部に対して１０質量部となるように添加してホモミキサー
で攪拌して塗工液を得た。厚さ１００μｍのＰＥＴフィルム（帝人デュポン社製、メリネ
ックス７０５）に前記塗工液を塗工、乾燥して厚さ３０μｍのインク受容層が形成された
実施例１～６の記録媒体を得た。記録媒体の評価を下記の方法で行った。結果を表３に示
す。
【００５８】
　＜評価＞
１．細孔構造
　記録媒体の細孔構造は窒素吸着脱離法で測定した。測定装置は島津製作所社製のＴｒｉ
ｓｔａｒ　３００を用いた。
２．印字評価
　記録媒体に、インクジェットプリンター（Ｅ－５２０、エプソン社製）とインクカート
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リッジ（ＩＣＣＬ４５、エプソン社製）を用いて印字を行ってインク吸収性と印字濃度を
測定した。
２－１．インク吸収性
　イエロー、マゼンタ、シアン、ブラックの各インクの単色または多色でベタ印字した。
印字直後の記録媒体表面のインク乾燥状態を評価した。単色ベタ印字のインク量を１００
％とした。評価は以下の基準で目視で行った。
◎；インク量２５０％でインクが指に付着しない
○；インク量２５０％ではインクが指に付着するが、２００％では付着しない
△；インク量２００％ではインクが指に付着するが、１５０％では付着しない
×；インク量１５０％でインクが指に付着する。
２－２．印字濃度
　イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｂｋ）の各インクの単色
ベタ印字した。それぞれの光学濃度（Ｏ．Ｄ．）を反射濃度計（Ｓｐｅｃｔｏｌｉｎｏ、
製品名、Ｇｒｅｔａｇ社製）で測定した。評価は下記の基準で行った。
○；光学濃度が１．５０以上
×；光学濃度が１．５０未満。
３．擦過性
　摩擦試験機ＩＩ形（テスター産業社製）を用いて、ＪＩＳ　Ｌ０８４９に規定される摩
擦に対する堅牢度の試験方法で摩擦試験を行った。摩擦試験後のインク受容層の表面を目
視で、以下の基準で観察した。
○；傷は観察されない
△；傷が部分的に観察される
×；傷が全面的に観察される。
４．搬送ローラー跡
　ＰＸ－Ｇ９００（エプソン社製）とインクカートリッジ（ＩＣ８ＣＬ３３、エプソン社
製）を用いて、記録媒体にブラックの単色ベタ印字を行った。排紙直後のインク受容層表
面を目視観察して、搬送ローラーによって形成されたローラー跡（インク受容層のへこみ
）を以下の基準で評価した。
○；ローラー跡は観察されない
△；ローラー跡が部分的に観察される
×；ローラー跡が全面に観察される。
【００５９】
　＜実施例７～９＞
　実施例１で用いた合成例１のアルミナ水和物の代わりに合成例２～４のアルミナ水和物
を用いた。それ以外は実施例１と同じ材料、同じ方法を用いて実施例７～９の記録媒体を
得た。実施例１と同じ評価を行った。結果を表３に示す。
【００６０】
　＜実施例１０＞
　実施例１で用いたケイ酸ナトリウムの代わりにケイ酸カリウムを用いた。それ以外は実
施例１と同じ材料、同じ方法を用いて実施例１０の記録媒体を得た。実施例１と同じ評価
を行った。結果を表３に示す。
【００６１】
　＜実施例１１＞
　実施例１で用いたケイ酸ナトリウムの代わりに酢酸ジルコニウムを用いた。それ以外は
実施例１と同じ材料、同じ方法を用いて実施例１０の記録媒体を得た。実施例１と同じ評
価を行った。結果を表３に示す。
【００６２】
　＜実施例１２＞
　実施例１と同じ方法でアルミナ水和物凝集体を得た。前記アルミナ水和物凝集体をスプ
レードライヤーで、入り口温度１００℃で乾燥した。ケイ酸ナトリウムの５質量％水溶液
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を、アルミナ水和物凝集体の乾燥物と、アルミナ水和物凝集体の固形分１００質量部に対
してケイ酸ナトリウムの固形分量で０．５質量部添加した。回転乾燥機を用いて１５０℃
で３分加熱・乾燥して実施例１２の凝集粒子を得た。実施例１と同じ材料、同じ方法で記
録媒体を作成した。実施例１と同じ評価を行った。結果を表３に示す。
【００６３】
　＜実施例１３＞
　実施例１と同じ方法でアルミナ水和物凝集体を得た。アルミナ水和物凝集体の固形分１
００質量部に対して１質量部のケイ酸ナトリウムを分散液に添加した。遊星型ボールミル
（Ｐ－６、製品名、フリチュ社製）と粒子径５ｍｍのジルコニアビーズを用いて４００ｒ
ｐｍで３０分間処理を行った。実施例１２と同じ回転乾燥機を用いて、１００℃で３分間
加熱・乾燥して実施例１３の凝集粒子を得た。実施例１と同じ材料、同じ方法で記録媒体
を作成した。実施例１と同じ評価を行った。結果を表３に示す。
【００６４】
　＜実施例１４＞
　実施例１と同じ方法でアルミナ水和物凝集体を得た。前記アルミナ水和物凝集体をスプ
レードライヤーで、入り口温度１００℃で乾燥した。ケイ酸ナトリウムの５質量％水溶液
を、アルミナ水和物凝集体の乾燥物と、アルミナ水和物凝集体の固形分１００質量部に対
してケイ酸ナトリウムの固形分量で０．５質量部添加した。実施例１２と同じ遊星型ボー
ルミルと粒子径１０ｍｍのジルコニアビーズを用いて４００ｒｐｍで１０分間の乾式処理
を行って実施例１４の凝集粒子を得た。実施例１と同じ材料、同じ方法で記録媒体を作成
した。実施例１と同じ評価を行った。結果を表３に示す。
【００６５】
　＜実施例１５＞
　実施例１と同じ方法でアルミナ水和物凝集体を得た。アルミナ水和物凝集体の固形分１
００質量部に対して固形分換算で０．５質量部のケイ酸ナトリウムを添加した。撹拌しな
がら硝酸水溶液を添加して分散液のｐＨを３．５に調整した。分散液の温度を２０℃―２
５℃に保ちながら１時間撹拌した。反応後の分散液をフィルタープレスでろ過した。フィ
ルターケーキをイオン交換水で十分洗浄してから再度分散液にした。ジェットミル（ナノ
ジェットマイザーＮＪ－３０、商品名、アイシンナノテクノロジーズ）を用いて乾式粉砕
を行って実施例１５の凝集粒子を得た。実施例１と同じ材料、同じ方法で記録媒体を作成
した。実施例１と同じ評価を行った。結果を表３に示す。
【００６６】
　＜実施例１６＞
　実施例１と同じ方法でアルミナ水和物凝集体を得た。アルミナ水和物凝集体の固形分１
００質量部に対して固形分換算で０．５質量部のケイ酸ナトリウムと０．２質量部の硝酸
を添加した。撹拌しながらアンモニア水溶液を添加して分散液のｐＨを１１に調整した。
硝酸水溶液を少しずつ添加してｐＨを１０に調整してゲル化を開始させた。分散液の温度
を２０℃―２５℃に保ちながら１時間撹拌した。実施例１５と同じ方法でろ過、洗浄、再
分散、乾式粉砕を行って実施例１６の凝集粒子を得た。実施例１と同じ材料、同じ方法で
記録媒体を作成した。実施例１と同じ評価を行った。結果を表３に示す。
【００６７】
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